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Ⅲ 加工・業務用需要に対応するための重要な視点

１ 安定供給体制の構築と中間事業者

Ⅱに示した８つの課題については、これまでも産地側と食品製造業者等の側で、

その解決に向けた努力がなされてきているが、産地と食品製造業者等が１対１の

関係で結びついている中では、解消しにくい問題もある。産地が顧客である食品

製造企業等に原材料を供給する場合、安定供給に向けた農業生産面の努力をした

としても、季節や天候等の供給に対する不安定化要素は存在し続ける。これらの

不安定化要素は産地にとっては供給義務に伴う負担を生み、受け手となる実需者

側からすれば供給が途絶えるかもしれないというリスクとなる。

このような課題の解決に向け、産地と食品製造業者等の実需者をつなぐ中間事

業者の存在が重要であることが意見の中でも指摘されている。この中間事業者が、

原材料となる国産農産物を複数の産地から購入し、複数の実需者に対して契約ど

おりに供給することにより、供給量の変動に対し一定の緩衝機能を果たすことに

なる。この結果、産地の負担の分散や、実需者のリスクを分散する効果があると

考えられる。

このような考え方から、産地と食品製造業者や外食事業者をつなぎ、産地から

購入した農産物を食品製造業者等のニーズに合わせて安定的に供給する（場合に

よっては、選別・調製・加工等も行う。）ことに加え、加工・業務用需要に対応

できる産地を育成・指導する機能を有する者・部門として中間事業者を育成する

ことは、国産原材料の安定的なサプライチェーンの構築に大きく寄与する。さら

に、加工原材料への国産農産物の活用に多様な効果をもたらし、課題の解決に大

きく寄与すると考えられる。

① 定時・定量・定品質・定価格での原材料供給

原材料供給の産地間リレーや複数産地からの同時供給などを中間事業者

が実現することにより、季節・天候などによる供給量変動に対して緩衝機

能が発揮される。また、中間事業者が一定の在庫を確保していることによ

り、食品製造業者等の加工プロセスに対応した定時・定量・定品質・定価

格での原材料供給が可能となる。
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② 無駄の縮減とコストダウン

中間事業者が複数の産地、実需者と契約していることにより、各産地に

よる不作時の備えとしての作付や規格外品の廃棄などを縮減することが可

能となるほか、物流が効率化することにより、サプライチェーン全体での

コストダウンを図ることが可能となる。

③ 消費者の信頼確保

中間事業者が、産地から最終的な実需者までの原材料の物流を一貫して

管理することにより、品質管理の向上が期待されるほか、商品の生産・流

通履歴が把握できるようになり、消費者の信頼確保につながると考えられ

る。

④ ニーズに対応した形態での供給

精度の高い一次加工の付与、少量多品目に対応したコールドチェーンに

よる物流など、一つの産地の努力だけでは対応しにくい食品製造業者等の

多様なニーズに対して、中間事業者が対応することにより、食品製造業者

等が使いやすい原材料の供給が可能となる。

⑤ 情報の集積による新商品開発のための企画力

中間事業者は、産地、実需者の双方の生産状況を把握する立場になるこ

とから、双方の情報を集積し、適切な産地と食品製造企業等の組み合わせ

による新たな商品の開発など、企画力の強化が期待される。

２ 付加価値の創出

加工・業務用需要に対する国産原材料の供給力を高めるため、価格競争力の向

上とともに、付加価値を高めることで顧客を確保し、さらに収益性も高めるとい

う発想が重要である。このことは、輸入品に対して差別化を図り、産地の競争力

を維持・向上するとともに、多様なニーズを持つ国民の消費生活における効用を

高める観点からも重要である。

しかし、原材料の付加価値が評価されるためには、最終製品がその付加価値を

反映した形で販売できることが前提となるが、現状の生産・流通体制は必ずしも

こうした価値の連鎖を意識したものとなっていない。農産物が最終製品の販売戦

略を想定せずに生産・出荷され、食品製造業者等は出荷されたものから選んで購

入するという生産・流通形態では、付加価値の高い最終製品を安定的に生産する

ことが難しく、原材料となる農産物についても付加価値に応じた評価を受けられ

ないという結果になってしまう。

このため、付加価値の高い最終製品の生産を円滑にするためには、一般的な工

業製品と同様に、国産農産物の生産・流通を、「できたものを供給する体制」か

ら、受注生産を念頭に置いた「必要なものを供給する体制」に変え、産地から最

終製品に至るまで付加価値が積上げられるようなサプライチェーンを構築するこ

とが重要である。その上で、関係者が知恵や情報、技術を駆使して新商品などの

企画を行い、輸入品への有効な差別化を図ることが望まれる。
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３ 産地の意識改革

加工・業務用需要に対応した安定的なサプライチェーンの構築を図るに当たっ

ては、中間事業者の育成・確保に加え、産地における生産・流通体制の再構築も

重要である。これに向け、生産者が加工・業務用において求められる原材料の均

質性やその供給の安定性など、家計消費用への出荷との違いをまず認識した上で、

品質の劣るものが出てくれば加工・業務用に出荷するなどの“すそもの対策”と

しての意識から脱却することが重要である。また、産地の考え方も従来は産地間

で異なるものをつくることに注力するなど“産地間競争”が意識されがちであっ

たが、同一規格のものを安定的に通年供給するという観点から、“産地間連携”

を意識したものに変わる必要がある。

現状では国産であることで輸入品に対し一定の差別化が図られている場合であ

っても、品質面や供給体制の付加価値を追求し、国産農産物の中長期的な優位性

を確保するための産地の努力も必要である。

加工・業務用に対応した産地の再構築に当たっては、これらの意識改革を経た

上で、生産・流通体制を戦略的に見直していくことが必要であるが、意識改革が

進まない要因としては、これまで加工・業務用向けの生産・経営のモデルが十分

に存在しなかったことが大きいと考えられる。このため、産地の変革に向け、ま

ず加工・業務用の原材料を供給する産地のモデルを確立され、その生産・流通体

制を経営のあり方と併せて広く普及することが必要と考えられる。

「加工・業務用はすそもの対策」という意識からの脱却
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“産地間競争”から“産地間連携”への転換




